
８．関連法令条文（抄録） 

 

介護保険法（抄） 

 
第九節 介護サービス情報の公表 
 
（介護サービス情報の報告及び公表） 
第百十五条の二十九  指定居宅サービス事業者、指定地域密着型サービス事業者、指定

居宅介護支援事業者、指定介護予防サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス

事業者及び指定介護予防支援事業者並びに指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設及

び指定介護療養型医療施設の開設者（以下「介護サービス事業者」という。）は、指定居

宅サービス事業者、指定地域密着型サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、指定介

護老人福祉施設、指定介護療養型医療施設、指定介護予防サービス事業者、指定地域密

着型介護予防サービス事業者若しくは指定介護予防支援事業者の指定又は介護老人保健

施設の許可を受け、訪問介護、訪問入浴介護その他の厚生労働省令で定めるサービス（以

下「介護サービス」という。）の提供を開始しようとするときその他厚生労働省令で定め

るときは、政令で定めるところにより、その提供する介護サービスに係る介護サービス

情報（介護サービスの内容及び介護サービスを提供する事業者又は施設の運営状況に関

する情報であって、介護サービスを利用し、又は利用しようとする要介護者等が適切か

つ円滑に当該介護サービスを利用する機会を確保するために公表されることが必要なも

のとして厚生労働省令で定めるものをいう。以下同じ。）を、当該介護サービスを提供す

る事業所又は施設の所在地を管轄する都道府県知事に報告しなければならない。 
２ 都道府県知事は、前項の規定による報告を受けたときは、当該報告をした介護サービ

ス事業者に対し、介護サービス情報のうち厚生労働省令で定めるものについて、調査を

行うものとする。 
３ 都道府県知事は、前項の規定による調査が終了した後、第一項の規定による報告の内

容及び前項の規定による調査の結果のうち厚生労働省令で定めるものを公表しなければ

ならない。 
４ 都道府県知事は、介護サービス事業者が第一項の規定による報告をせず、若しくは虚

偽の報告をし、又は第二項の規定による調査を受けず、若しくは調査の実施を妨げたと

きは、期間を定めて、当該介護サービス事業者に対し、その報告を行い、若しくはその

報告の内容を是正し、又はその調査を受けることを命ずることができる。 
５ 都道府県知事は、指定地域密着型サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス

事業者又は指定介護予防支援事業者に対して前項の規定による処分をしたときは、遅滞

なく、その旨を、当該指定地域密着型サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービ

ス事業者又は指定介護予防支援事業者の指定をした市町村長に通知しなければならない。 

－519－ 



６ 都道府県知事は、指定居宅サービス事業者、指定居宅介護支援事業者若しくは指定介

護予防サービス事業者又は指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設若しくは指定介護

療養型医療施設の開設者が第四項の規定による命令に従わないときは、当該指定居宅サ

ービス事業者、指定居宅介護支援事業者、指定介護予防サービス事業者、指定介護老人

福祉施設若しくは指定介護療養型医療施設の指定若しくは介護老人保健施設の許可を取

り消し、又は期間を定めてその指定若しくは許可の全部若しくは一部の効力を停止する

ことができる。 
７ 都道府県知事は、指定地域密着型サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス

事業者又は指定介護予防支援事業者が第四項の規定による命令に従わない場合において、

当該指定地域密着型サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者又は指定

介護予防支援事業者の指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部

の効力を停止することが適当であると認めるときは、理由を付して、その旨をその指定

をした市町村長に通知しなければならない。 
 
（指定調査機関の指定） 
第百十五条の三十  都道府県知事は、その指定する者（以下「指定調査機関」という。）

に、前条第二項の調査の実施に関する事務（以下「調査事務」という。）を行わせること

ができる。 
２ 前項の指定は、都道府県の区域ごとに、その指定を受けようとする者の申請により、

当該都道府県知事が行う。 
３ 都道府県は、地方自治法第二百二十七条の規定に基づき調査事務に係る手数料を徴収

する場合においては、第一項の規定により指定調査機関が行う前条第二項の調査を受け

ようとする者に、条例で定めるところにより、当該手数料を当該指定調査機関に納めさ

せ、その収入とすることができる。 
 
（調査員） 
第百十五条の三十一  指定調査機関は、調査事務を行うときは、厚生労働省令で定める

方法に従い、調査員に調査事務を実施させなければならない。 
２ 調査員は、調査事務に関する専門的知識及び技術を有するものとして政令で定める要

件を備える者のうちから選任しなければならない。 
 
（秘密保持義務等） 
第百十五条の三十二  指定調査機関（その者が法人である場合にあっては、その役員。

次項において同じ。）若しくはその職員（調査員を含む。同項において同じ。）又はこれ

らの職にあった者は、調査事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 
２ 指定調査機関及びその職員で調査事務に従事する者は、刑法その他の罰則の適用につ

いては、法令により公務に従事する職員とみなす。 
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（帳簿の備付け等） 
第百十五条の三十三 
 指定調査機関は、厚生労働省令で定めるところにより、調査事務に関する事項で厚生

労働省令で定めるものを記載した帳簿を備え、保存しなければならない。 
 

（報告等） 
第百十五条の三十四  都道府県知事は、調査事務の公正かつ適確な実施を確保するため

必要があると認めるときは、指定調査機関に対し、調査事務に関し必要な報告を求め、

又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは指定調査機関の事務所に立ち入り、

その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 
２ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四項の規

定は前項の規定による権限について準用する。 
 
（業務の休廃止等） 
第百十五条の三十五  指定調査機関は、都道府県知事の許可を受けなければ、調査事務

の全部又は一部を休止し、又は廃止してはならない。 
 
（指定情報公表センターの指定） 
第百十五条の三十六  都道府県知事は、その指定する者（以下「指定情報公表センター」

という。）に、介護サービス情報の報告の受理及び公表並びに指定調査機関の指定に関す

る事務で厚生労働省令で定めるもの（以下「情報公表事務」という。）の全部又は一部を

行わせることができる。 
２ 前項の指定は、都道府県の区域ごとに、その指定を受けようとする者の申請により、

当該都道府県知事が行う。 
３ 第百十五条の三十第三項及び第百十五条の三十二から前条までの規定は、指定情報公

表センターについて準用する。この場合において、これらの規定中「調査事務」とある

のは「情報公表事務」と、「指定調査機関」とあるのは「指定情報公表センター」と、「職

員（調査員を含む。同項において同じ。）」とあるのは「職員」と読み替えるものとする

ほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 
 
（政令への委任） 
第百十五条の三十七  この節に定めるもののほか、指定調査機関及び指定情報公表セン

ターに関し必要な事項は、政令で定める。 
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介護保険法施行令（抄） 

 
第四章 介護支援専門員並びに事業者及び施設 
 
第四節 介護サービス情報の公表 

 
（介護サービス情報の報告に関する計画等） 
第三十七条の二  法第百十五条の二十九第一項の規定による介護サービス情報の報告

（以下この条において「報告」という。）は、都道府県知事が毎年定める報告に関する計

画に従い、行うものとする。 
２ 前項の計画には、都道府県知事が、その管轄する地域における介護サービス（法第百

十五条の二十九第一項に規定する介護サービスをいう。）の提供の状況を勘案し、報告の

方法、期限その他の厚生労働省令で定める事項を記載するものとする。 
３ 都道府県知事は、第一項の計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければな

らない。 
 
（指定調査機関の指定の基準） 
第三十七条の三  都道府県知事は、指定調査機関（法第百十五条の三十第一項に規定す

る指定調査機関をいう。以下同じ。）の指定の申請があった場合において、次の各号のい

ずれかに該当するときは、その指定をしてはならない。この場合において、指定に関し

て必要な手続は、厚生労働省令で定める。 
一 申請者が法人でないとき。 
二 申請者が、調査事務（法第百十五条の三十第一項に規定する調査事務をいう。以下同

じ。）を公正かつ適確に実施するに足りる経理的基礎及び技術的能力を有するものとして

厚生労働省令で定める基準に適合していないとき。 
三 申請者の役員又は法人の種類に応じて厚生労働省令で定める構成員若しくは職員の構

成が調査事務の公正な実施に支障を及ぼすおそれがあるとき。 
四 前号に定めるもののほか、申請者が、調査事務が不公正になるおそれがないものとし

て厚生労働省令で定める基準に適合していないとき。 
五 申請者が、法の規定により刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けること

がなくなった日から起算して二年を経過しない者であるとき。 
六 申請者が、第三十七条の十第一項の規定により指定調査機関の指定を取り消され、そ

の取消しの日から起算して二年を経過しない者であるとき。 
七 申請者が、第三十七条の十一において準用する第三十七条の十第一項の規定により指

定情報公表センター（法第百十五条の三十六第一項に規定する指定情報公表センターを

いう。第三十七条の十一において同じ。）の指定を取り消され、その取消しの日から起算

して二年を経過しない者であるとき。 
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八 申請者の役員のうちに、第五号に該当する者があるとき。 
 
（指定調査機関の指定の公示等） 
第三十七条の四  都道府県知事は、指定調査機関の指定をしたときは、当該指定調査機

関の名称及び住所並びに調査事務を行う事務所の所在地を公示しなければならない。 
２ 指定調査機関は、その名称若しくは住所又は調査事務を行う事務所の所在地を変更し

ようとするときは、変更しようとする日の二週間前までに、その旨を都道府県知事に届

け出なければならない。 
３ 都道府県知事は、前項の規定による届出があったときは、その旨を公示しなければな

らない。 
 
（調査の方法） 
第三十七条の五  指定調査機関は、公正に、かつ、都道府県知事が毎年定める調査事務

に関する計画に従い、調査事務を行わなければならない。 
２ 前項の計画には、調査事務の対象となる介護サービス事業者（法第百十五条の二十九

第一項に規定する介護サービス事業者をいう。）の名称、調査を行うべき時期その他の厚

生労働省令で定める事項を記載するものとする。 
３ 都道府県知事は、調査事務の方法が適当でないときは、指定調査機関に対し、その方

法を改善すべきことを命ずることができる。 
 
（調査事務規程） 
第三十七条の六  指定調査機関は、調査事務の開始前に、厚生労働省令で定める調査事

務の実施に関する事項について調査事務規程を定め、都道府県知事の認可を受けなけれ

ばならない。これを変更しようとするときも、同様とする。 
２ 都道府県知事は、前項の規定により認可をした調査事務規程が調査事務の公正かつ適

確な実施上不適当となったと認めるときは、指定調査機関に対し、これを変更すべきこ

とを命ずることができる。 
 
（調査員の要件） 
第三十七条の七  法第百十五条の三十一第二項の政令で定める調査員（以下この条にお

いて「調査員」という。）の要件は、都道府県知事又はその指定する者が厚生労働省令で

定めるところにより行う研修（以下この条において「調査員養成研修」という。）の課程

を修了し、当該都道府県知事が作成する調査員名簿に登録されていることとする。 
２ 都道府県知事は、前項の登録をした場合には、調査員登録証明書を作成し、当該登録

に係る調査員に交付しなければならない。 
３ 調査員登録証明書を交付した都道府県知事は、調査員が次の各号のいずれかに該当す

るときは、第一項の調査員名簿から消除するものとする。この場合において、当該都道
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府県知事は、当該者に対し、調査員登録証明書の返還を求めなければならない。 
一 虚偽又は不正の事実に基づいて調査員登録証明書の交付を受けた者 
二 法若しくは法に基づく命令の規定又はこれらに基づく処分に違反した者 
三 前二号に掲げる者のほか、調査員の業務に関し犯罪又は不正の行為があった者 

４ 第一項の調査員養成研修を行う者の指定は、厚生労働省令で定めるところにより、都

道府県の区域ごとに、その指定を受けようとする者の申請により、次に掲げる要件を満

たすと認められる者について、当該都道府県知事が行う。 
一 法人であること。 
二 調査員養成研修を適正かつ継続的に実施する能力があると認められること。 
三 次に掲げる義務を適正に履行できると認められること。 
  イ 厚生労働省令で定める事項を変更するとき又は当該事業を廃止するときは、あ

らかじめ、当該変更に係る内容及び時期又は当該廃止の時期並びに理由を記載し

た書面を添えて、都道府県知事の承認を受けること。  
  ロ 厚生労働省令で定める事項を変更するときは、あらかじめ、当該変更に係る内

容、時期及び理由を都道府県知事に届け出ること。  
  ハ 調査員養成研修を修了した者について、厚生労働省令で定める事項を記載した

名簿を作成し、及びこれを都道府県知事に送付すること。  
   ニ 毎年度、当該指定に係る事業の計画を作成し、これを都道府県知事に提出し、

及び当該事業の終了後、速やかに、当該事業の実績を都道府県知事に報告するこ

と。  
  ホ 調査員養成研修の実施に関して都道府県知事が当該事業に関する情報の提供、

当該事業の内容の変更その他の必要な指示を行った場合に、当該指示に従うこと。  
５ 都道府県知事は、調査員養成研修を行う者が、前項各号の要件を満たすことができな

くなったと認められるときは、第一項の指定を取り消すことができる。 
６ 都道府県知事は、第一項の規定による指定及び前項の規定による取消しを行ったとき

は、その旨を公示しなければならない。 
７ 前各項に規定するもののほか、調査員養成研修に関して必要な事項は、厚生労働省令

で定める。 
 
（改善命令） 
第三十七条の八  都道府県知事は、指定調査機関が第三十七条の三第二号から第四号ま

でのいずれかに該当するに至ったと認めるときは、指定調査機関に対し、調査事務の運

営を改善するために必要な措置を採るべきことを命ずることができる。 
 
（指定調査機関の業務の休廃止の許可の公示） 
第三十七条の九  都道府県知事は、法第百十五条の三十五の許可をしたときは、その旨

を公示しなければならない。 
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（指定調査機関の指定の取消し等） 
第三十七条の十  都道府県知事は、指定調査機関が次の各号のいずれかに該当するとき

は、当該指定調査機関に対し、その指定を取り消し、又は期間を定めて調査事務の全部

若しくは一部の停止を命ずることができる。 
一 指定調査機関が、不正の手段により、法第百十五条の三十第一項の指定を受けたと

き。 
二 指定調査機関が、第三十七条の三第一号、第五号、第七号及び第八号のいずれかに

該当するに至ったとき。 
三 指定調査機関が、第三十七条の四第二項又は第三十七条の六第一項の規定に違反し

たとき。 
四 指定調査機関が、第三十七条の五第三項、第三十七条の六第二項又は第三十七条の

八の規定による命令に違反したとき。 
五 指定調査機関が、第三十七条の六第一項の認可を受けた調査事務規程によらないで

調査事務を行ったとき。 
六 指定調査機関が、調査事務に関し著しく不適当な行為をしたとき。 

２ 都道府県知事は、前項の規定により指定を取り消し、又は調査事務の全部若しくは一

部の停止を命じたときは、その旨を公示しなければならない。 
 
 
 
 
 
 
 




